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■
一
般
会
計

　

一
般
会
計
の
歳
入
総
額
は
前
年

度
比
１
・
６
％
増
（
＋
６
９
５
９

万
円
）
の
43
億
６
４
８
０
万
円
、

歳
出
総
額
は
前
年
度
比
２
・
５
％

増
（
＋
１
億
９
０
万
円
）
の
41
億

２
６
９
万
円
と
な
り
、
歳
入
歳
出

差
引
額
は
２
億
６
２
１
１
万
円
と

な
り
ま
し
た
。
歳
入
、
歳
出
の
内

訳
は
、
左
の
グ
ラ
フ
の
通
り
で
す
。

〔
歳
入
・
歳
出
の
特
徴
〕

　

歳
入
の
主
な
も
の
で
は
、
決
算

額
に
占
め
る
割
合
が
最
も
高
い
町

税
が
、
前
年
度
か
ら
１
０
０
１
万

円
、
地
方
消
費
税
交
付
金
が
２
７

　

平
成
28
年
度
の
松
田
町
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
公
営
企
業
会
計
の

決
算
に
つ
い
て
、
町
議
会
第
３
回
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
の
で
、

そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

予
算
・
決
算
と
は
？

〔
予
算
〕
１
年
間
の
町
の
財
政
計
画
で
あ
る
と
同
時
に
諸
政
策
を
定
め

る
も
の
で
、
毎
年
、
広
報
ま
つ
だ
４
月
号
で
お
知
ら
せ
し
て
い
ま
す
。

〔
決
算
〕
実
際
に
お
金
が
い
く
ら
入
り（
歳
入
）、何
に
使
っ
た
の
か（
歳

出
）
を
ま
と
め
た
も
の
で
す
。

【
問
い
合
わ
せ
】　

政
策
推
進
課 
財
政
係　

☎（
83
）１
２
２
２

利
益
２
７
６
３
万
余
円
を
計
上
す

る
に
至
り
ま
し
た
。

■
寄
簡
易
水
道
事
業
特
別
会
計

　

寄
地
区
（
湯
の
沢
を
除
く
）
に

対
し
良
質
な
水
を
安
定
的
に
供
給

す
る
た
め
、
水
道
施
設
の
更
新
、

維
持
管
理
を
行
い
ま
し
た
。

　

水
道
使
用
料
を
主
と
す
る
歳
入

は
、
前
年
度
比
１
・
０
％
増
と
な

り
、
配
水
管
の
敷
設
替
工
事
や
ポ

ン
プ
更
新
工
事
を
主
と
す
る
歳
出

は
、
前
年
度
比
２
・
２
％
減
と
な

り
ま
し
た
。

■
下
水
道
事
業
特
別
会
計

　

下
水
道
事
業
は
、
水
源
保
全
と

生
活
環
境
の
向
上
の
た
め
、
昭
和

49
年
に
都
市
計
画
決
定
さ
れ
、
昭

和
55
年
に
下
水
道
法
の
事
業
認
可

を
受
け
て
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

　

平
成
28
年
度
末
、
事
業
認
可
区

域
は
２
２
０
・
３
㌶
で
整
備
済
み

の
区
域
は
１
９
８
・
７
㌶
（
90
・

２
％
）、
整
備
済
区
域
の
住
民
の

内
91
・
５
％
が
下
水
道
を
使
用
し

て
い
ま
す
。

　

歳
入
決
算
は
、
前
年
度
比
５
・

９
％
減
と
な
り
、
歳
出
決
算
は
、

前
年
度
比
６
・
０
％
減
と
な
り
ま

し
た
。

■
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計

　

介
護
保
険
制
度
は
、
要
介
護
認

定
・
要
支
援
認
定
を
受
け
た
方
が

利
用
し
た
サ
ー
ビ
ス
の
費
用
を

国
・
県
・
町
や
被
保
険
者
の
保
険

料
で
、
そ
れ
ぞ
れ
法
律
で
定
め
ら

れ
た
割
合
に
応
じ
て
負
担
す
る
仕

組
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

介
護
給
付
費
の
総
額
は
、
前
年

度
比
３
・
７
％
増
の
８
億
１
８
２

７
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

■
用
地
取
得
特
別
会
計

　

用
地
取
得
特
別
会
計
は
、
公
共

用
地
又
は
公
用
地
も
し
く
は
そ
の

■
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計

　

自
営
業
の
方
や
会
社
を
退
職
し

た
方
な
ど
の
た
め
の
国
民
健
康
保

険
を
運
営
し
て
い
ま
す
。
平
成
28

年
度
決
算
の
内
訳
で
は
、
保
険
税

が
全
体
の
16
・
７
％
あ
ま
り
を
占

め
、
そ
の
他
に
国
庫
支
出
金
や
一

般
会
計
か
ら
の
繰
入
金
で
賄
っ
て

い
ま
す
。

　

町
の
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者

が
病
気
や
ケ
ガ
の
治
療
に
要
し
た

平
成
28
年
度
医
療
費
の
総
額
は
11

億
５
４
１
９
万
円
と
な
り
、
前
年

度
に
比
べ
５
・
１
％
減
と
な
り
ま

し
た
が
、
被
保
険
者
１
人
当
た
り

に
換
算
す
る
と
38
万
５
５
０
１
円

と
な
り
、前
年
度
に
比
べ
１
・
０
％

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

■
国
民
健
康
保
険
診
療
所
事
業
特
別
会
計

　

平
成
28
年
度
の
寄
診
療
所
で
は
、

２
４
０
日
間
で
述
べ
７
４
７
０
人

を
診
療
し
ま
し
た
。
そ
の
内
、
後

期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
が
43
％

を
占
め
て
い
ま
す
。

　

診
療
収
入
が
主
な
収
入
と
な
る

歳
入
決
算
は
、前
年
度
比
１
・
７
％

増
と
な
り
、
ま
た
、
医
薬
品
代
な

ど
が
主
な
支
出
と
な
る
歳
出
決
算

は
、
前
年
度
比
１
・
３
％
の
減
と

な
り
ま
し
た
。

■
上
水
道
事
業
会
計

　

９
０
６
８
人
の
住
民
（
給
水
人

口
）
に
対
し
良
質
な
水
を
安
定
的

に
供
給
す
る
た
め
、
水
道
施
設
の

更
新
、
維
持
管
理
を
行
い
ま
し
た
。

　

平
成
28
年
度
の
給
水
収
益
（
水

道
使
用
料
）
は
前
年
度
比
１
・

０
％
減
と
な
り
、
営
業
収
益
は
前

年
度
比
０
・
８
％
減
と
な
り
ま
し

た
が
、
営
業
外
収
益
は
前
年
度
比

27
・
２
％
増
と
な
り
、
水
道
事
業

収
益
は
前
年
度
比
５
・
１
％
増
と

な
り
ま
し
た
。

　

支
出
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
比

４
・
５
％
減
と
な
り
、
当
年
度
純

５
７
万
円
減
少
し
ま
し
た
が
、
地

方
交
付
税
が
８
４
３
９
万
円
、
国

庫
支
出
金
が
１
５
８
９
万
円
、
県

支
出
金
が
５
５
０
５
万
円
と
大
幅

に
増
加
し
ま
し
た
。

　

歳
出
で
は
、
地
方
創
生
に
係

る
国
庫
補
助
金
の
採
択
を
受
け

た
『Y

や

ど

り

き

adoriki H

ヒ

ー

リ

ン

グ

ealing V

ヴ
ィ
レ
ッ
ジ

illage

創
生
事
業
』
や
『
県
西
地
域
活
性

化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
未
病
対
策
）』、

『
あ
し
が
ら
ロ
ー
カ
ル
ブ
ラ
ン

デ
ィ
ン
グ
推
進
事
業
』
な
ど
未
来

へ
の
投
資
と
な
る
事
業
を
、
補
助

金
な
ど
の
財
源
を
確
保
し
、
積
極

的
に
実
施
し
ま
し
た
。

平
成
28
年
度

決
算
概
要

一 般 会 計 決 算

特別会計・企業会計決算 単位：万円
会　計　区　分 歳　入 前年度比 歳　出 前年度比

国民健康保険事業特別会計 169,152 883 153,241 △9,830
国民健康保険診療所事業特別会計 7,289 123 6,639 △87
上水道事業会計 25,107 8,058 21,668 6,919
寄簡易水道事業特別会計 4,338 42 4,086 △93
下水道事業特別会計 33,791 △2,137 33,061 △2,122
介護保険事業特別会計 98,328 4,669 93,856 5,665
用地取得特別会計 671 △19,852 665 △19,852
後期高齢者医療特別会計 17,086 1,226 16,199 774

合　　計 355,761 △6,988 329,413 △18,628
※一万円未満は四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

歳入43億6,480万円 歳出41億269万円
前年度比 1.6％増（6,959万円増） 前年度比 2.5％増（1億90万円増）

会
計
別
決
算
の
概
要

町税
15億6,341万円
        ↓0.6％

町税
15億6,341万円
        ↓0.6％

人件費
9億2,827万円
        ↓1.1％

人件費
9億2,827万円
        ↓1.1％

繰出金
4億9,688万円↓1.3％
繰出金
4億9,688万円↓1.3％

教育費
4億7,926万円
      ↓11.7％

教育費
4億7,926万円
      ↓11.7％

民生費
12億1,196万円
        ↑2.7％

民生費
12億1,196万円
        ↑2.7％

総務費
7億7,922万円↑5.8％
総務費
7億7,922万円↑5.8％

土木費
4億2,159万円↑2.6％
土木費
4億2,159万円↑2.6％

衛生費
2億9,473万円
    ↑17.5％

衛生費
2億9,473万円
    ↑17.5％

議会費
8,680万円
     ↓6.2％

議会費
8,680万円
     ↓6.2％

消防費
2億4万円
    ↓15.2％

消防費
2億4万円
    ↓15.2％

商工費
1億2,056万円
     ↓9.7％

商工費
1億2,056万円
     ↓9.7％

農林水産業費
1億6,652万円
    ↑76.7％

農林水産業費
1億6,652万円
    ↑76.7％

公債費
3億4,202万円↑5.5％
公債費
3億4,202万円↑5.5％

公債費
3億4,202万円↑5.5％
公債費
3億4,202万円↑5.5％

物件費
8億3,960万円
      ↑20.6％

物件費
8億3,960万円
      ↑20.6％

扶助費
6億893万円
      ↑11.0％

扶助費
6億893万円
      ↑11.0％

補助費等
5億9,087万円
      ↓11.4％

補助費等
5億9,087万円
      ↓11.4％県支出金

3億763万円  ↑21.8％
県支出金
3億763万円  ↑21.8％
町債
2億4,040万円↓12.7％
町債
2億4,040万円↓12.7％

地方譲与税､
地方特例
交付金等
2億9,118万円
    ↓11.6％

地方譲与税､
地方特例
交付金等
2億9,118万円
    ↓11.6％

積立金他
7,225万円
   ↓31.3％

積立金他
7,225万円
   ↓31.3％

普通建設
事業費
2億2,387万円
     ↑2.0％

普通建設
事業費
2億2,387万円
     ↑2.0％

地方交付税
9億876万円
      ↑10.2％

地方交付税
9億876万円
      ↑10.2％

国庫支出金
4億2,291万円
       ↑3.9％

国庫支出金
4億2,291万円
       ↑3.9％

その他
4億7,422万円
       ↓4.5％

その他
4億7,422万円
       ↓4.5％

使用料・
手数料
7,191万円
    ↑1.9％

使用料・
手数料
7,191万円
    ↑1.9％

諸収入
8,437万円
   ↑27.8％

諸収入
8,437万円
   ↑27.8％

自
主
財
源
 
５０
･
３
％

依
存
財
源
 
４９
･
７
％

○↑↓は前年度対比を表しています。
○金額は1 万円未満を四捨五入しているので合計が一致しない場合があります。
○性質別決算とは、支出を経済的性質によって分類したものです。
　また、目的別決算とは、支出を目的によって分類したものです。

歳入 歳出（性質別） 歳出（目的別）

○一般会計歳入・歳出の内訳


